
1　総括
（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。
　　　2　職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。

（3）ラスパイレス指数の状況

（注）1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。　

2　職員の平均給与月額、初任給等の状況（給与改定前）
（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和4年4月1日現在）
　①一般行政職

　②技能労務職

※個人情報の観点から、対象となる職員数が１人又は2人の場合は、当該箇所を「*」表記しています。

（2）職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和4年4月1日現在）

（参考）
2年度の人件費率

人 千円 千円 千円 ％ ％

区分
（3年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率

361

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　Ｂ

10.2

職員数
Ａ

人

一人当たり給与費給与費
Ｂ／Ａ

71,613 28,169,896 2,136,121 3,504,250 12.4

平均給与月額
（国比較ベース）

千円
5,905

千円 千円 千円 千円
1,213,004 404,644 514,130 2,131,778

323,711円 ―

348,672円
356,994円
405,049円

太宰府市 41.9歳 305,700円 404,615円
福岡県 42.0歳 317,100円 411,689円

3年度

区分

3年度

51.1歳 286,570円 ― 328,416円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

53.9歳 286,400円 313,350円 307,550円

57.3歳 321,300円 373,098円 348,695円

平均給与月額
（国比較ベース）

国 42.7歳

国

区分

51.4歳 296,800円 325,600円 319,900円
* * * *

うち学校調理員
うちその他技能労務職

太宰府市

福岡県

平均給料月額平均年齢

区分

技能労務職 高卒
154,900円 154,600円 150,600円
157,400円 ― ―

太宰府市 福岡県 国
大卒
高卒

一般行政職
188,700円 188,400円 182,200円

区分
経験年数

20年以上～25年未満
358,400円
314,300円

経験年数
15年以上～20年未満

315,000円
―

経験年数
10年以上～15年未満

279,500円
252,100円

308,400円273,600円―技能労務職 高卒

一般行政職
大卒
高卒

太宰府市の給与・定員管理等について（令和4年度）
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99.1
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3　一般行政職の級別職員数等の状況
（1）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和4年4月1日現在）

（2）国との給料表カーブ比較表（一般行政職）（令和4年4月1日現在）

(3) 昇給への人事評価の活用状況

4　職員の手当の状況（一般職員・給与改定前）
（1）期末手当・勤勉手当

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

○ 勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

活用予定時期

標準の区分のみ（一律）
ロ． 人事評価を活用していない

令和4年度中における運用 管理職員 一般職員

イ． 人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○
上位、標準の区分
標準、下位の区分

ロ． 人事評価を活用していない
活用予定時期

○ ○

令和4年4月2日から令和5年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

イ． 人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分
上位、標準の区分
標準、下位の区分
標準の区分のみ（一律）

役職加算5～20％
管理職加算10～25％

役職加算5～20％
管理職加算10～25％

役職加算5～15％

1.90月分
（0.90月分）（1.45月分）

2.40月分1.90月分
（0.90月分）（1.45月分）

2.40月分1.90月分
（0.90月分）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
2.40月分

（1.45月分）
（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

太宰府市 福岡県 国
1人当たり平均支給額（3年度） 1人当たり平均支給額（3年度）

1,451千円 1,579千円
―

（3年度支給割合） （3年度支給割合） （3年度支給割合）

事務主査・技術主査・主任主事・主任技師

21.1%

3.1%
31人 12.1%
54人

標準的な職務内容
部長
課長

参事補佐
係長・主任主査

14人 5.5%

区分
7級
6級
5級
4級
3級
2級
1級

16人 6.3%
101人 39.5%
32人 12.5%主事・技師

主事（補）・技師（補）

職員数 構成比
8人
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（2）退職手当（令和4年4月1日現在）

（3）地域手当（令和4年4月1日現在）

（4）特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）

（5）時間外勤務手当（令和4年4月1日現在）

（6）その他の手当（令和3年4月1日現在）

5　特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）
給料月額×510/100×勤続年数 任期ごと
給料月額×300/100×勤続年数 任期ごと

（注）　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年）勤めた場合における
退職手当の見込額です。

40,000円
～

72,700円

（支給額）
管理又は監督の地位にある職員
でその職に応じて支給

退職手当

給料・報酬月額

18,747,600円
9,168,000円

市長
副市長
議長

副議長

支給職員1人当たり
平均支給年額

（令和3年度決算）

環境課職員

上下水道課職員
上下水道施設課職員

職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算）

207,423千円
599,489円

159,220千円
475,284円

内容及び支給単価
国の制度との

異同・内容
支給実績

（令和3年度決算）

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

手当名

支給実績（令和3年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算）
支給率
国の制度（支給率）

86,133千円
220,289円

6%
6%

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

41千円
1,521円

6.9%

支給実績（令和3年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（令和3年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（令和3年度）

1人当たり平均支給額 20,069千円

（支給率）自己都合 勧奨・定年
24.586875月分

33.27075月分

47.709月分
47.709月分47.709月分

39.7575月分
28.0395月分
19.6695月分 勤続20年

勤続25年
勤続35年
最高限度額
その他の加算措置

2～45％加算
定年前早期退職特別措置

1人当たり平均支給額 ―

太宰府市 国
（支給率）

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額
その他の加算措置

2～20％加算
定年前早期退職特別措置

自己都合
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709月分

勧奨・定年
24.586875月分

33.27075月分

47.709月分
47.709月分

動物死体処理捕獲作業従事手当

上下水道料金徴収従事手当
水道施設事故応急作業従事手当

支給実績（令和3年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（令和3年度決算）
支給実績（令和2年度決算）

納税課職員
元気づくり課職員

持家居住
28,000円

なし

・配偶者　6,500円
・子１人につき 10,000円
・父母等　6,500円
・16歳になる年度初めから
  22歳になった年度末までの子の
  加算　5,000円

1日につき200円
1日につき300円
1日につき500円

病人　1回につき450円
死亡人　1回につき2,000円

1日につき200円
1回につき450円

生活支援課職員行旅病人・死亡人取扱従事手当

市税徴収従事手当
感染症防疫作業従事手当

同じ

同じ

（支給月額）

定額制
（支給区分及び
額が異なる）

上限35,000円 交通用具利用者の

支給区分及び
対応額が異なる

常任委員長
議員

市長
副市長

給料

区分
919,000円
764,000円
540,000円
486,000円
454,000円
444,000円

期末手当
（令和3年度支給割合）

6月期
12月期
合　計

1.675月分
1.525月分
3.20月分

報酬

30,389千円 218,630円

34,336千円 288,541円

26,060千円 88,943円

32,922千円 731,600円

交通機関利用者は運賃相当額

交通用具利用者は2km以上の
通勤距離に応じて支給

上限55,000円 交通機関利用者は同じ

借家居住最高支給額
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6　職員数の状況
（1）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

（注）1　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　2　［　　］内は、条例定数の合計です。

（2）年齢別職員構成の状況（令和4年4月1日現在）

（3）職員数の推移
（各年4月1日）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

57 59 2

令和3年 令和4年
職員数

対前年増減数
部門

31
88

主な増減理由

業務見直しによる減

区分

担当課長の配置及び業務増大による増

388

6

34
3
9
25

2

-
334

54 54

-

6

31
86
31
3
8
28

0

0

△ 3

-
337
13
2
17
10
12

14
1
16
11
12

84 82 △ 2

業務増大による増

業務増大による増
業務見直しによる減

業務見直しによる減
業務増大による増

3
△ 1

1
1

△ 1
0
0

3
0
1

業務増大による増
業務見直しによる減

公
営
企
業
等

会
計
部
門

普
通
会
計
部
門

議会
総務
税務
民生
衛生

農林水産
商工
土木

消防部門
小計
国保

後期高齢者
介護保険

水道
下水道
小計

一
般
行
政
部
門

教育部門

［392］ ［392］
3合計

20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳
20歳
未満

60歳
以上

計区分

391

～

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

42人 31人 30人 391人職員数

年度

0人 24人 33人 55人 52人 28人 29人 20人 47人

部門別
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 過去5年間の増減数（率）

253 261 267 277 278 25人 109.88%

54 6人 112.50%

59 58 56 57 59 0人 100.00%
- - - - - - -

360 367 376 388 391 31人 108.61%

一般行政
教育
消防

普通会計　小計
公営企業等会計　小計

総合計

312 319 323 334 337 25人 108.01%
48 48 53 54
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